


熱量、たんぱく質など
5項目の表示を
2015年6月までに義務化

　2015年6月までに新しく施行される
食品表示法によって、栄養成分表示
が義務化されます。食品の表示に関
する法律としては現在、食品衛生法、
JAS法、健康増進法などがあります。
これらから表示に関する決まりだけ
を抜き出し、一本化したのが食品表
示法です。消費者にはまだあまり知ら
れていませんが、食品関連企業にとっ
ては重要な法律の施行と言えます。
　栄養成分表示はこれまで義務で
はありませんでしたが、新法では、熱
量、たんぱく質、脂質、炭水化物、ナ
トリウム（食塩相当量）の表示が義
務化されるほか、飽和脂肪酸、食物
繊維の表示が推奨されています。糖
類、トランス脂肪酸、コレステロール、
ビタミン・ミネラル類については任意
です。
　対象となるのは、加工食品の容器
包装および添付文書で、添加物につ
いても表示が義務づけられます。た

だし、栄養上、食べても意味のない
食品、お弁当などごく短い期間で原
材料が変更されるものなどに関して
は、表示を免除することが検討され
ています。また、消費税の納税を免除
されている売上規模の企業について
も表示の免除が検討されています。
　現在、健康増進法では、一般的な
項目である熱量、たんぱく質、脂質、
炭水化物、ナトリウムの5種類に加
え、12種類のミネラル、13種類のビタ
ミンが栄養成分として定められ、表
示する順番も決まっています。これは
新法でも同様ですが、ナトリウムに関
しては、消費者に分かりやすいように
食塩相当量としての表示が検討され
ています。また、牛や豚の肝臓、豆類
に含まれる「モリブデン」の追加も検
討されています。
　ここに定められていないものは、
法律上、栄養成分ではありません。
例えば、ポリフェノールも栄養成分で
はありません。ですから、この含有量
を表記する際は、先に述べた栄養成
分とは区別して表示する必要があり
ます。

　栄養成分はそれぞれ、表示単位、
許容される誤差の範囲、ゼロと表示
できる基準について定められていま
すが、これらについて変更はありませ
ん。

強調表示には2段階の基準

　栄養成分表示では、「ビタミンC
たっぷり」「葉酸入り」「低脂肪」と
いった強調表示が認められていま
す。強調表示には2種類の基準があ
ります。ひとつは絶対表示で、栄養
成分ごとに食品100グラム当たりの基
準値が定められています。この基準
値は2段階にわたって設けられてお
り、例えば、ビタミンCを例にとると、
「たっぷり」「豊富」などと表示する
には24ミリグラム以上、「含有」「入
り」と表示するには12ミリグラム以
上、含んでいなければいけません。
　もうひとつは相対表示で、ほかの
食品と比べてどのくらい多いか、また
は少ないかを示す表示です。強調表
示の基準値は新法でも変更ありませ
ん。基準値の詳細については消費者
庁のホームページ（http://www.caa.
go.jp/foods/pdf/syokuhin829.pdf）
に掲載されていますので、ご参照くだ
さい。　
　栄養成分表示の義務化を見込ん
で、2013年には栄養表示基準が一
部改正されました。新しいルールとし
ては、「推定値」「この表示値は、目
安です」といった文言を表示してお
けば、仮に許容される誤差の範囲か
ら外れていたとしても表示違反には
なりません。また、栄養成分が表示し
やすいように、低含有量の場合の誤
差の許容範囲が拡張されていますの
で、留意してください。

HACCPの
義務化が進む欧米。
日本は世界から大きな遅れ

　食品を輸出する際には、食品安全
に関する相手国の法律を順守する必
要があります。私は農林水産省の産学
連携コーディネーターを務めており、
その仕事の一環として、ここ1〜2年、
アメリカやヨーロッパを訪れ、それぞ
れがどのような考えで食品安全に関す
る法律を作り、どのように運用してい
るのか、あるいはその国の企業はどの
ように取り組んでいるのかといった点
について調査してきました。ここでは
その一端について紹介します。
　まず、世界の食品安全規制を紹介
しましょう。EUにはEU司令という規
制があり、HACCPを義務付けてい
ます。アメリカは2011年に食品安全強
化法（FSMA）が施行されました。こ
れもHACCPを踏まえたものです。中
国は2009年に食品安全法ができまし
た。これもHACCPを念頭に作られて
おり、既にいくつかの業種は義務化
になっていると聞きました。

　一方、日本は2003年に食品衛生
法が 改 正されましたが、いまだに
HACCPの義務化は法律で決まって
いません。厚生労働省では、10〜15
年後をめどに完全義務化に移行する
方針ですが、世界の現状を見れば、
完全に遅れをとっていると言えるで
しょう。

アメリカへの
輸出企業には査察も

　FSMAはアメリカ合衆国法として
運用されています。アメリカは州法が
重んじられ、FSMAが施行される前
は州法にのっとっていればよかった
のですが、今では輸出入はもちろん、
食品が州と州の間を移動するときも
F SMAを順守しなければいけませ
ん。
　輸入食品の安全性については出
荷記録の監視、ロット別の順守証明
といった要求事項があるほか、毎年
の現地検査も実施することになって
います。つまり、日本企業がアメリカ
に食品を輸出している場合、FSMA

を順守しているかどうかをアメリカ
の査察団が日本にやって来て、査察
するというわけです。確かに、ここ1
〜2年、日本にFDA（アメリカ食品医
薬品局）の査察団が来たという話を
よく聞くようになりました。この点で
は、ヨーロッパよりも厳しいと言えるで
しょう。
　ヨーロッパでは、例えばイギリスや
オランダのBRC、ドイツやフランスの
IFSなど、民間による食品安全規格
が乱立しています。HACCP はEC規
則852によって2004年から完全に義
務化されましたが、中小零細企業が
あまり上手に運用できていませんで
した。イギリスからは中小零細企業
は記録を付けなくてもいいようにして
ほしいと要求があったほどです。そこ
で、現在では運用にフレキシビリティ
（柔軟性）を持たせようと議論が進
んでおり、2015年にはコーデックス委
員会からガイドラインの修正が示さ
れるそうです。
　ところで、HACCPでは人間はミス
をするものであるとのスタンスに立
ち、不完全な仕組みでも常に検証と
修正を繰り返し、運用しながら、より
よいものを作っていくという考え方
が取り入れられています。しかし、日
本では文化の違いからこうした考え
方が十分に理解されず、最初から完
璧を求め、人間はミスをしてはいけ
ない、ミスをするのであればハードで
しっかりと  	 補わなければいけ
ないという考え方で進んできたように
思います。アメリカやヨーロッパでも、
文化が違う国にシステムを丸ごと持っ
ていってもうまくいかないという話が
出ましたし、私も日本には日本なりの
HACCPがあってもよいのではと感じ
ました。
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